
 京都府新しい商店街づくり総合支援事業 

事業概要２ 
 

商店街に関わる人材育成交流促進事業 
 

１ 趣 旨 
   商店街が地域コミュニティの核として発展していくために、学生や若者など外部人材も含め、
商店街の課題解決等に取り組むことが出来る人材の育成に繋がる事業を支援 

 

２ 補助対象となる事業 

  

補助対象 
事    業 

  
 商店街等及び商店街関係者が自らの魅力の再認識や情報発信のために行う
取組、商店街の多機能化を推進するために行う取組、学生や若者など商店街に
関心を持つ人材との連携による外部人材の力も巻き込んだ人材育成に資する
取組等、商店街の活性化を担う人材育成に取り組む事業。 
 

例えば・・・ 

◆組織に関わること など 
・外部講師を招いた組織運営検討会、若手商店主の勉強会、他の商店街と合
同の取組発表会、買い物客への意識調査 
・学生等の外部の視点も交えた商店街のあり方検討会や、学生等と連携した
事業実施に向けた企画会議 

◆情報発信に関わること など 
 ・ＳＮＳ活用に関する勉強会、･ＥＣサイト運営に関する講習会 
・学生等による今どきの情報発信講習会 
 

◆その他 
・商店街名産品の商品開発勉強会 
・学生等による商店街広報誌や地図等の作成 
・店の品物のディスプレイ等、 学生の感性でリブランディングする 
 

補助対象者 
商店街振興組合、商店街･小売市場における事業協同組合、任意団体の商店街、

地域のまちづくりや商業活性化等に取り組む民間事業者等 

補助率 １０分の１０ 

補助限度額 ２０万円 

補助対象 
経費 

報償費（謝金等）、旅費、消耗品費、印刷製本費、役務費、通信運搬費、広告

宣伝費、使用料及び賃借料（店舗等賃借料については６ヶ月以内）、委託料 

申請にあたって 
の 諸 注 意 

● 事業に応じたＫＰＩ（目標）を交付申請時に設定 
例） ・来街者数 

      ・ＳＮＳなどでの情報発信を行う数 
・参加した学生や連携した学校の数 
・勉強会等事業への参加者数 等 

  
● これまでに京都府からの補助実績がある取組は補助対象外 
 
● 学生や若者等、外部人材と連携する場合は、商店街の役割と学生等の役割
を明記した『役割分担図』の提出が必要（交付申請時） 


